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第２期関西創生戦略 人口ビジョン掲載データ 

 

【年齢階層別人口】（令和３年 12月更新） 

・ 2060年には 65歳以上の高齢者が占める割合が約 38％となる。 

・ 年少人口（15 歳未満）と 生産年齢人口（15 歳以上 65 歳未満）の割合は減少

し続け、それぞれ約 10％と約 52％まで低下する。      

・ 年齢階層別の割合の変化は、全国平均とほぼ同じ推移となる。 

 

表１ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 
    
（出典）総務省｢国勢調査[年齢(3区分）別人口]｣(1960 年から 2020年までの実績値)、社人研｢日本の将来推計人口｣ 

2050 年以降は社人研に準拠し広域連合で試算 

 

【人口ピラミッドの変化】（令和３年 12月更新） 

 

表２ 
 
             2020年（実績）                 2060年(予測) 

     
（出典）総務省｢国勢調査｣(1960年から 2020年までの実績値)、社人研｢日本の将来推計人口｣ 

2050 年以降は社人研に準拠し広域連合で試算 

（全国平均） 
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【関西圏域の転入超過数】（令和３年４月更新） 

・ 関西からの転出超過が続いているが、転出超過数は減少傾向にある。 

・ 転出超過の大部分は東京圏に対するものが占めている。 

・ 名古屋圏に対しても転出超過が続いていたが、2019年に転入超過に転じた。 

・ 北海道・東北、九州・沖縄、北陸・中四国（鳥取・徳島除く）からは転入超過が続

いている。 

 

表３ 外国人含む総数 
                                     

 

 

表４ 日本人のみ 

 

 
                                        

    （※1）東京圏  ：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

（※2）名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県 

（※3）その他：北陸、中国、四国（鳥取県、徳島県を除く） 

  

（単位：人） 

（出典）総務省｢住民基本台帳人口移動報告」 

（単位：人） 
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表５ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【年代別転入超過数】（令和３年４月更新） 

・ 最も転出超過となっているのは 20代、最も転入超過となっているのは 10代。 

・ 10代の転入超過のうち京都府と大阪府が特に多く、大学生の進学と関係している

と考えられる。 

・ 対東京圏では 10歳未満、50代及び 60代以外の年代は全て転出超過となってお

り、中でも 20代の転出超過が最も多い。 

 

表６ 

 

 

 

 

 

    表７ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：人） 
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表８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 

【関西広域連合域内における推計人口の推移】（令和３年 12月更新） 

・ 総人口は滋賀県及び大阪府は横ばい、その他の府県は減少傾向にある。 

・ 一方、日本人人口に対して人数自体は少ないものの、外国人人口については近年各

府県とも増加傾向にある。 

 

表９ 
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【出生数・死亡数】（令和３年６月更新） 

・ 自然増減数は減少傾向が続いてきたが、2008年以降、死亡数が出生数を上回る自

然減となっており、今後もこの傾向が続くと考えられる。 

・ 今後も自然減の増大が見込まれ、人口減少の主たる要因となる。 

 

表１０ 関西全体 

 
（出典）厚生労働省｢人口動態調査｣ 

 

表１１ 府県別自然増減数 

（出典）厚生労働省｢人口動態調査｣ 
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【合計特殊出生率】（令和３年６月更新） 

・ 関西は、2020年は 1.34であり、全国と同水準になっている。 

・ 関西圏域の府県では、鳥取県や和歌山県が高く、京都府や奈良県、大阪府が低い。 

 

表１２〔各圏域の合計特殊出生率〕     表１３〔各府県の合計特殊出生率〕 

                               
（出典）総務省｢人口推計｣ 厚生労働省｢人口動態調査｣をもとに作成 （出典）厚生労働省｢人口動態調査｣ 

 

【女性の労働力率】 

・ 関西は、全国に比べ、女性の労働力率のＭ字カーブの谷が深く、40歳台以降の回

復の幅も全国に比べて低い。 

・ 府県別では、鳥取県、徳島県の労働力率が高く、Ｍ字カーブの谷も小さい。一方、

奈良県や大阪府、兵庫県は、Ｍ字カーブの谷が深く、40歳台以降の回復の幅も小ぶ

りとなっている。 

 

表１４         （出典：国勢調査）  表１５        （出典：国勢調査） 
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【未婚率】（令和３年 12月更新） 

・ 2020年と2015年とを比較すると、男女ともすべての年齢層において未婚率が減少している。 

・ 上昇率では、男女とも35～39歳の未婚率の上昇率が高くなっており、1980年と比較すると４倍程度

の伸びを示している。 

 

表１６                                 （出典）総務省｢国勢調査｣ 

 
 

【都市部の生産年齢人口・高齢者の増減率】（令和３年 12月更新） 

・ 都市部では、2020年から2045年にかけ、生産年齢人口の減少が続く一方、65歳以上の高齢者の人

口は増加し続け、2020年と比較すると、約13％増加すると想定され、関西全体の平均の6.6％を大

幅に上回っている。 

 

表１７ 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、総務省「国勢調査」 
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・ 都市部周辺のニュータウン（※3）においても、生産年齢人口の減少と 65 歳以上の

人口が増加する地域が見られる。 

・ 人口流入が進んでいる市町村においては、生産年齢人口が安定して推移するが高齢

者は増加する。 
（※3）都市部へのアクセスの便利さや自然とのふれあい等の付加価値をもって開発されたもの 

 

表１８ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、総務省「国勢調査」 

【地方部の生産年齢人口・高齢者の増減率】 

・ 地方部では、生産年齢人口の減少とともに 65歳以上の高齢者の人口が維持もしくは

微減する地域と、生産年齢人口の減少とともに高齢者の人口も減少する地域がある。 

・ 一方ですべての年齢層で安定して推移するとみられる地域もある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

（出典）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」、総務省「国勢調査」 

（京都府Ｄ市）       

（鳥取県Ｄ村）       

http://d.hatena.ne.jp/keyword/%C9%D5%B2%C3%B2%C1%C3%CD
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【産業別就業者数】 

・ 第１次産業就業者数は 1975年の３分の１の約 22万人まで減少している。 

・ 第２次産業就業者数は増加傾向にあったが、1990年以降は減少しており、2015年に

はピーク時の３分の２以下の約 230万人となっている。 

・ 第３次産業就業者数は、増加傾向が続き、2005年以降減少に転じているものの、全

産業に占める割合は 1975年の約 54％から 2015年には約 73％まで増加している。 

・ 業種別では製造業、卸売・小売業等の割合が低下する一方、医療・福祉やサービス

業の割合が増加している。 

 

表１９ 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
（出典）総務省｢国勢調査｣ 

 

 

表２０ 
 

       

（出典）総務省｢国勢調査｣ 

産業別構成 


